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1. はじめに

都市における集積のメリットのひとつがミーティ

ングの機会の拡大である．都市に立地すれば，小さな

費用でミーティングを行うことができる．企業や個

人はミーティングを行うことによって，新しい生産技

術に関する知識や情報（以下，それらをまとめて「ア

イデア」と呼ぶ）を伝達したり，議論の中で新しい

アイデアを生み出したりすることができる．Arrow1)

等はアイデアの公共財としての性格を明らかにし，

Jones2)等はアイデアこそが経済成長のエンジンであ

ると指摘している．

そして小林他3)等は，人々がいかに多くのミーティ

ング機会を得ることができるかは交通インフラスト

ラクチャの水準に依存していることを指摘している．

またFujita et al.4)等の新経済地理学の分野では，輸

送費用と都市や周辺地域の形成の間の関係が詳細に

分析されている．

その一方，社会の生産機能が空間的に集中するこ

とにはリスクが伴う．もし経済機能の集積地域で自

然災害やテロが発生すれば，当該国全体の経済活動

が大きなダメージを被ることになる．

本研究では交通基盤施設と空間的リスク分散の関

係に着目する．交通機能が発達すると，離れて立地

する主体がミーティングを行う機会が拡大する．経

済主体の交流範囲によって都市の境界を捉えるとし

たら，交通の発達によって，あたかも数々の小都市

が一つの大都市に統合されたと見なすこともできよ

う．本研究では，交通基盤施設が高度化することに

よって，社会が生産拠点を空間的に拡散させて，属
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図-1　地域の空間配置と交通網（J = 5の場合）

地的なリスクを分散させることができることを示す．

そしてリスクの変化が消費・投資行動を通じて，マ

クロ経済成長に与える影響について分析する．

2. モデル

実物1財経済を考える．対象とする1国は閉じて

おり，N人の家計が居住するものと仮定する．人口

成長は考えない．また当該国は対称的なJ地域によっ

て構成されているとする．よって各地域にはN=J人

の家計が居住し，同一の生産技術をもつ．なお各家

計は他地域に移住しないものとする．さらに各地域

は，図-1に示すように，直径1の円周上に等距離で配

置されているものと仮定する．そして，交通施設は

円の中心からの放射線上にのみ与えられているもの

とする．したがって任意の2地点間の移動距離は直径

1に等しくなる．地域間交通には一律の費用が生じる

ものとする．地域間移動はミーティングによる知識

や技術のシェアリングを目的として行われる．

地域 j (= 1;ÅÅÅ; J)の生産は次式のような確率過

程に従うものと仮定する．

dYj(t) = Fj(Kj(t); Hj(t))dt+õKj(t)dzj(t) (1)

dYj(t)は時点 tにおける生産フローを表す5)．（すな

わちYj(t)を累積生産高として定義する．）右辺第1項

はフローの確定的要素であり，Fj(Å)は単位時間あた

りの期待生産率を意味する．Kj(t)は地域 jの物的資

本，Hj(t)は人的資本を表す．一方，第2項はボラテ

ィリティであり，各時点の生産へのショックを表す．



dzj(t)は標準ウィナー過程の増分を表す．õ (> 0)は

パラメータであり，地域間で同一で，時間を通じて一

定であるとする．したがって第2項は期待値0，分散

(õKj(t))2dtの正規分布に従う．ショックの分布は資

本蓄積の深化にしたがって拡大するものと仮定する．

関数Fj(Å)は次式で与えられるものと仮定する．

Fj(Kj ; Hj) = K
ã
j H

1Äã
j (2a)

Hj = AjLj =
AjN

J
(2b)

Aj = Kj +
X

i6=j
"Ki (0 î " î 1) (2c)

Ajは地域 jの家計がもつ，生産技術に関する知識す

なわちアイデアの水準を表し，労働拡大的に生産関

数に作用するものとする．Arrow1)やRomer6)等，多

くのLearning- by-Doingモデルでは，1)アイデアは

各企業の物的資本形成の副産物であり，また2)アイ

デアは公共財であり，全ての企業が非競合的に利用

することができる，したがって各企業が使用できる

アイデアは社会全体の資本蓄積に比例すると想定し

ている．本研究ではそれらの基本的想定を踏襲しつ

つ，2)の仮定を，他地域で開発されたアイデアにア

クセスする場合には交通抵抗によって水準が"の割合

に減少すると修正する．"はアイデアの地域間スピル

オーバー効果を表すパラメータであり，交通基盤施

設の機能が上がれば"は大きくなる．(1Ä")が1単位

のアイデアを1単位の距離移動させる際の icebergコ

ストと考えてもよい．

3. 空間リスクと経済成長

(1) 最適投資問題

本研究では社会的最適化問題を考える．地域が対

称的であり，ショックdzjがホワイトノイズであるの

で，最適経路上では任意の時点で全てのKjが一致し

ている．このとき地域 jのアイデア水準Ajと1家計

あたりの平均生産率fjは以下のように与えられる．

Aj = f1 + "(J Ä 1)gKj (3a)

fj :=
Fj
N
=Mkj (3b)

ただし

kj :=
Kj
N
; M :=

î

f1 + "(J Ä 1)gN
J

ï1Äã
(3c)

kjは1家計あたりの地域 jの資本ストックを表す．モ

デルの簡単化のため，物的資本は減耗しないものと

仮定する．k̂ := kj (j = 1;ÅÅÅ; J)とおくと，1家計

の資産aの蓄積過程は次式で与えられる．

da =
X

j

ffjdt+õkjdzjg Ä cdt　

=MJk̂dt+ õ̂k
X

j

dzj Ä cdt (4)

cは消費水準を表す．さらに1家計あたりの1国全体

の物的資本をkにより表すと，閉鎖経済ではk = a =

Jk̂が成立するので，kの蓄積過程は以下のように表

される．

dk = (Mk Ä c)dt+ õ
J
k
X

j

dzj (5)

Mは1国の物的資本kの期待収益率であることがわ

かる．式 (3c)より以下の関係を確認できる．

" < 1のとき 　
dM

dJ
< 0 (6a)

" = 1のとき 　M = N1Äã i.e
dM

dJ
= 0(6b)

dM

d"
> 0 (6c)

すなわち交通インフラが不完全な水準にあるときに

は，地域数が増えるほど国全体の期待収益率は減少

する．交通インフラが完全な水準になれば，期待収

益率は地域数に依存しなくなり，ミーティング機会

の点では国全体が一つの地域のようになる．

また，代表的家計は危険回避的とし，時点 tの効用

関数をU(c) (U 0 > 0; U 00 < 0)により表す．社会的最

適化問題は代表的家計の生涯期待効用最大化問題と

して以下のように表される．

max
c
EU := E

Z 1

0
U(c)eÄåtdt (7)

subject to eq.(5)

ただしEは期待値操作，åは時間選好率である．現在

期価値最適値関数ñV (t; k(t))を次式により定義する．

ñV (t; k(t)) = max
c
[U(c)eÄåtdt

+E[ñV (t+ dt; k(t+ dt))]] (8)

ñV (t; k(t))を (t; k(t))の周りでテイラー展開すると，

ñV (t+ dt; k(t+ dt)) = ñV (t; k(t))

+ñVtdt+ ñVkdk +
1

2
ñVkk(dk)

2 + o(dt) (9)

ただし右辺各項の下の添字は当該変数に関する偏微

分を意味する．o(dt)はdtより低い次元の微小項であ

りゼロに近似しえる．地域 iと地域 jのリスクの相関

係数をöijと表すと，以下の関係が成立する．

dzidzj = cov(dzi; dzj) = öijdt (10a)

Ä1 î öij î 1; öii = 1;
X

i;j

öij î J2 (10b)



(dk)2は次式のように整理される．

(dk)2 =

í

õ

J
k

ì 2
X

i;j

öijdt (11)

ま た ，当 該 期 価 値 最 適 値 関 数 をV (k(t))

と表し，ñV (t; k(t))= V (k(t))eÄåtが成立していると

しよう．式 (9)-(11)を式 (8)に代入して整理すると，

Hamilton-Jacobi-Bellman(HJB)方程式が得られる．

åV =max
c

2

4U + V 0fMk Ä cg+1
2
V 00

í

õ

J
k

ì 2
X

i;j

öij

3

5 (12)

右辺第3項が確率的最適化問題に特有な項である．

危険回避選好より演繹されるV 00 < 0を考慮すると，
P

i;j öij > 0 (< 0)のとき，最適値関数Vの値は小さ

くなる（大きくなる）．

(2) 経済成長率

1階の条件は次式のように導かれる．

U 0(c) = V 0(k) (13)

資本の潜在価値は消費の限界効用に一致する．また

V 0(k)に伊藤のレンマを適用すると，

dV 0 = V 00dk +
1

2
V 000(dk)2

=

(

V 00(Mk Ä c) + 1
2
V 000

í

õ

J
k

ì 2
X

öij

)

dt

+V 00
õ

J
k
X

dzj (14)

一方，HJB方程式 (12)を最適経路上でkについて微

分して次式を得る．

åV 0 = V 0M + V 00fMk Ä c+
í

õ

J

ì 2

k
X

öijg

+
1

2
V 000

í

õ

J
k

ì 2
X

öij (15)

式 (14)(15)をまとめてV 000の項を消去し，式 (13)と

dU 0= dV 0; U 00ck = V
00を考慮すると，以下のKeynes

-Ramseyルールを得る．ただし ck := @c=@kとし，式

(13)より ck > 0である．

dU 0

U 0
=

(

åÄM Ä U
00ck
U 0

í

õ

J

ì 2

k
X

öij

)

dt

+
U 00ck
U 0

õ

J
k
X

dzj (16)

正のショック (dzj > 0)により次時点の限界効用が現

在時点から減少する，すなわち消費が増加する関係

が示されている．期待値をとることによって，消費

の期待成長率ñgcが次式のように求まる．

ñgc =
E[dc=dt]

c
= ç(M Äå)Ä ck

c

í

õ

J

ì 2

k
X

öij (17)

ただしç := ÄU 0=U 00cは異時点間代替弾力性を表す．
P

i;j öijが大きくなるとき，消費の期待成長率は減少

する．貯蓄がもたらす収益のリスクが大きくなると，

危険回避選好によって早く消費してしまおうという

動機が支配的となる．本モデルではリスクがkに比例

することにより，この動機が，広く指摘されている予

備的貯蓄7)の動機を上回ることになる．

(3) リスク分散効果

式 (6a)では交通基盤施設水準"が1より小さいと

き，物的資本kの期待収益率Mは地域数Jについて

減少することをみた．本節では地域数増加によるリ

スク分散効果を検討する．若干厳密性を欠くが，こ

こでは代表的な数ケースを対象に，HJB方程式 (12)

の右辺第3項HJBR3の表現を調べることとする．

Case 1) 全ての地域のリスクが独立なとき

öii = 1; öij = 0(i 6= j)であるので
P

öij = J，よっ

てHJBR3 = (1=2)V 00(õk)2=Jになる．Jの関数Vへ

の影響を無視するとすると，HJBR3は地域数の増加

により大きくなる（絶対値が小さくなる）．空間リス

クが独立なとき，Jの増加はリスク分散効果を生む．

Case 2) 全ての地域のリスクが完全に相関するとき

öij = 1より
P

öij = J2，よってHJBR3 =

(1=2)V 00(õk)2になる．リスクに関して国全体がひと

つの地域であることと等価であり，Jを増加させて

も，式 (6a)の負の効果が増加するだけになる．

Case 3) 隣の地域のリスクとのみ相関をもつとき

空間的な系列相関の1ケースとして，各地域 jに

ついて，隣の地域 j Ä 1; j + 1のリスクとの相関係

数がñöであり，ふたつ以上離れた地域との相関は無

視できるほど小さいものとする．このとき
P

öij =

J(1+2ñö)，よってHJBR3 = (1=2)V 00(õk)2(1+2ñö)=J

になる．Jの増加によるリスク分散効果が働く．

Case 4) 向かいの地域と負の相関をもつとき

地域数が偶数で，各地域が円周上の向かいの地域

と-1の相関をもつ場合，
P

öij = 0となり，1国の

マクロリスクがなくなる．このときHJBR3= 0であ

り，確実性下の動学問題と等価になる．
P

öij = 0と

なるような空間配置が実現すれば，空間リスクが独

立のとき (Case 1)以上の分散効果が生まれる．

4. 交通基盤施設水準と地域数

(1) 関数の特定化

効用関数を次式のように特定化しよう．

U(c) :=
c1Äí

1Äí; (í6= 1) (18)

よって相対的危険回避度はí，異時点間代替弾力性ç

は1=íとなり，ともに消費水準 cには依存せず一定と



なる．このとき当該期価値最適値関数は以下のよう

に決まる．

V (k) =
BÄík1Äí

1Äí (19a)

ただし

B :=
åÄ (1Äí)M

í
+
1Äí
2

í

õ

J

ì 2
X

öij (19b)

最適消費水準 c(t)と，消費と資本，GDPの期待成長

率ñgc,ñgk,ñgGDPは次式のように導かれる．

c(t) = Bk(t) (20a)

ñgc = ñgk = ñgGDP

=
M Äå
í

Ä
í

õ

J

ì 2
X

öij (20b)

各時点の消費は資本の一定割合となる．また
P

Fj =

MNkより，GDPも資本に比例する．したがって消

費と資本とGDPの期待成長率は一致する．またそれ

らは時間を通じて一定となる．

(2) 交通施設整備と地域数

地域数Jが1と2の場合の最適値関数と交通施設

整備水準の関係を調べよう．1地域システムと2地

域システムの場合に，式 (19a)(19b)で与えられる

V (k)とBをそれぞれV1(k),V2(k)とB1,B2により表

す．B1,B2は次式で与えられる．

B1 =
å

í
Ä (1Äí)N

1Äã

í
+
1Äí
2
õ2 (21a)

B2 =
å

í
Ä (1Äí)N

1Äã

í

í

1 + "

2

ì 1Äã

+
1Äí
2
õ2

í

1 +ö0
2

ì

(21b)

ただしö0は地域1と地域2のリスクの間の相関係数

を表す．ここでは多くの実証研究結果に従い，相対

的危険回避度í> 1の場合を対象にする．以下の条

件が満たされるとき，2地域システムの場合の最適値

関数V2(k)の方が大きくなる．

" > ~"(í;õ2; ö0) , V2(k) > V1(k) (22a)

ただし

~"(í;õ2; ö0) := 2

(

1Ä íõ2

2N1Äã

í

1Ä 1 +ö0
2

ì

)

1
1Äã

Ä 1

(22b)

~"(í; 0; ö0) = 1; ~"(í;õ
2; 1) = 1 (22c)

@~"(Å)
@í

< 0;
@~"(Å)
@(õ2)

< 0;
@~"(Å)
@ö0

> 0 (22d)

したがって交通施設の整備水準" (î 1)がある閾値

~"(í;õ2; ö0)より大きくなれば，地域間のミーティング

機会が十分に確保されるため，2地域にしてリスクを

分散する場合の方が生涯期待効用水準は大きくなる．

式 (22c)より，リスクが存在しないときや，2地域の

リスクが完全に相関するときには，常に1地域の方

が厚生が大きくなる．また式 (22d)より，家計が危険

回避的になるほど，地域リスクが大きくなるほど，閾

値~"は減少する．一方，空間リスクの相関が高くなる

ほど閾値~"は増加し，要求される地域間交通インフラ

水準は高くなることがわかる．

5. おわりに

本研究では経済成長理論のフレームワークを用い

て，国の基幹的交通基盤の水準と長期的経済成長の

関係について検討した．とりわけ交通インフラが地

域間のミーティングの機会を保障することによって，

経済拠点を拡散させて，災害やテロのような属地的

リスクを分散できるメリットが発生する構造に関心

を集中した．そして空間リスクの相関のタイプと，望

ましい交通インフラ水準の整合性に関する示唆を得

た．その一方，本研究は上記の結論を得るために可

能な限りモデルを単純化しており，今後に多くの拡

張の方向を残している．特に動学マクロ経済モデル

を用いることの利点がより強く発揮されなければな

らない．例えば，地域数や経済圏のサイズを状態変

数として扱ったり，長期的な交通基盤整備と財政政

策を内生的に議論したりすることが課題となる．
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